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今ある好機を逃さない

地政学的な不透明感、企業の不祥事、AIによる潜在的な雇
用喪失への懸念が広く喧伝されているにもかかわらず、世界
のCEOは少なくとも今後12カ月間の世界経済および事業環
境に驚くほどの自信を持ち、楽観的な見方をしていることが、
PwCの第21回世界CEO意識調査で明らかになった。
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世界のCEOはなぜこれほど楽観的なのだろ
うか？そして、なぜ自社の成長見通しに関して
は、世界経済に対する見方ほど楽観的になれ
ないのだろうか？

今回の調査では、今後12カ月間の世界経
済の成長見通しに関するCEOの楽観的な見
方が、かつてないほど強くなり、過去最高水
準まで上昇した（図1）。2012年以降、世界経
済の成長について尋ねてきたが、「改善する」
と回答したCEOが過半数を占めたのは今回
が初めてである。実際、「改善する」と予想し
たCEOの割合は昨年に比べて倍増した。この
ような過去最高水準の楽観的な見方は、北米
（この調査では米国とカナダ）や中南米、西欧
から中東欧、アフリカ、中東、アジア太平洋に至
るまで全ての地域においてみられる（図2）。

過半数のCEOが 
今後12カ月間における世界経済の成長は改善するとみている
質問：今後12カ月間に、世界経済の成長は改善、横ばい、後退のうち、どの方向に進むとお考えですか

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名；2016年=1,409名；2015年=1,322名；2014年=1,344名；2013年=1,330名；2012年=1,258名） 
注：2012年から2014年は「今後12カ月間の世界経済の成長について、回復する、横ばい、後退するという選択肢のうち、どのようになるとお考えですか？」との質問に対する回答
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2018年の世界経済に対する最高レベルの楽観的な見方は全地域でみられる
質問：今後12カ月間に、世界経済の成長は改善、横ばい、後退のうち、どの方向に進むとお考えですか

出典：PwC, 第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名；2016年=1,409名；2015年=1,322名；2014年=1,344名；2013年=1,330名；2012年=1,258名）
注：2012年から2014年は「今後12カ月間の世界経済の成長について、回復する、横ばい、後退するという選択肢のうち、どのようになるとお考えですか？」との質問に対する回答

図2
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この理由を理解するには、メディアを賑わ
している地政学的動向に目を奪われず、現在
の経済指標に目を向ければよい。全てのデー
タが出そろえば、ほぼ間違いなく2017年は
世界経済が2010年以来の最良の年となった
ことが明らかになるであろう1。この上昇の波
はマクロ経済全体としての現象であるだけで
なく、世界の各地域で同様にみられる。数年
前の状況とは正反対に、世界の主要国の多
くがプラス成長を享受している。2015年を
振り返ると、ロシアとブラジルはコモディティ
価格の暴落や政治的な混乱からリセッション
に陥っていた。ユーロ圏においては南欧の国々
（特にギリシャ）が、債務不履行の瀬戸際、あ
るいは実際に債務不履行の状態に陥り、ユー
ロ崩壊の危機にあった。また、急成長していた
中国は上海株式市場の暴落に見舞われた。

現在、国際商品価格は落ち着いた水準で
安定しているようにみえる。ロシアとブラジル
の経済は適度なペースの成長に戻り、中国経
済も堅調だ。またユーロ圏は着実に回復して
おり、2018年もこうした状況が続くとみられ
る。英国経済もこの1年間は減速基調にあっ
たが、ブレグジットによる深刻なマイナス影
響はまだみられない2。

米国に関しては、国内経済の成長率が3％
と好調だ3。大型減税や規制緩和といったト 
ランプ政権の景気重視の政策が、歴史的な
長期上昇相場の一つである現在の株式市場
の上昇を支えると同時に、企業景況感を最高
水準に押し上げ、失業率は史上最低水準まで
低下させている4。

従って、北米のCEOが非常に強気であるこ
とは驚きではない。北米のCEOの3分の2近
くが世界の経済成長が改善すると回答し、
過半数が2018年の自社の売上成長見通しに
「非常に自信がある」と回答した（図2および 
図3）。

図3

北米を除き、世界のCEOは2018年の自社の成長に
ついて、経済成長見通しよりも慎重な見方をしている
質問：今後12カ月間の自社の売上見通しにどのくらい自信をお持ちですか

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者 （2018年=1,293名；2017年=1,379名）

注 「非常に自信がある」と回答した割合（％）
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楽観的な見方が世界中に広がっていること
自体が、その見方が継続するという根拠とな
るとともに、十分に合理的であるとみられてい
る。今年の調査の一環として、私たちは著名な
経済学者や経営に関するオピニオンリーダー
たちに、今回の調査結果についてコメントを
求めた。経済学者でありColumbia Business 
Schoolの学部長であるGlenn Hubbard氏
は、次のような見解を述べた。「私たちは景気
循環の回復局面におり、それは金融危機の
後、何年も続いてきた。その中で、人々はより
楽観的な見方を持つに至り、世界のほとんど
の地域において、政治的な変化によって今後
も経済成長が促されるとCEOは信じているよ
うにみえる」

また、それほど楽観的ではなく、根拠なき熱
狂の兆候があるとの見方もある。著名な経済
史学者であるCarlota Perez氏は次のような
疑問を投げかけている。「これは真の回復な
のか、それとも短期的な急回復にすぎないの
だろうか？歴史的にみれば、実際に世界の繁
栄へと続く場合は、誰もがそれを感じるもので
ある。リーダーたちがこの回復は永続すると考
えていないことを望みたい。現在は、再び厳し

い時代が到来する前の息をつく間にすぎな
い。持続的な回復には、より包括的で広範囲
にわたる緩やかな状況の変化が必要だ」

実際、北米以外の地域におけるCEOの楽観
的な見方は控えめで、特に2018年以降の自
社の売上の成長見通しについて顕著だ。今後
12カ月間の自社の成長について、CEOは依然
として自信を持っている。実際、「非常に自信
がある」と回答したCEOの割合は全体的に増
加している。しかし、世界経済の成長見通しに
関する強気な見方は記録的な増加を示した
が、その楽観的な見方は今後12カ月間の自
社の見通しに対する自信の大幅増に結び付
いていない。地域別では、まだら模様の様相
を呈しており（図3）、「非常に自信がある」と
答えたCEOの割合は北米、中南米、中東欧、ア
ジア太平洋で増加したが、他の地域では減少
している。また、今後12カ月間の自社の成長
見通しに関して｢非常に自信がある｣と回答し
たCEOが過半数を占めた地域は北米のみで
あった。

このような違いは非常に印象的だ。北米以
外の地域のCEOが楽観的ながらも慎重姿勢
を崩していないのに対し、北米のCEOはか
つてないほど自社の短期見通しに強い自信
を持っている。わずか1年前、「非常に自信が
ある」と回答した北米のCEOは39％にすぎ
なかったが、今年は53％に大幅に上昇した 
（図3）。これ以前に北米のCEOがこれほど自
信に満ちていたのは、世界金融危機の前年に
あたる2007年であった。

自社の成長を高める要因に関する質問
では、ほぼ全ての北米のCEOが有機的成長
（94％）を挙げ、これに新たなM&A（61％）
とコスト削減（59％）が続いた。注目すべき
点は、北米のCEOが他の地域のCEOに比べ
て、M&Aへの依存度が高いことであり、CEO
の61％がこれを成長の原動力として挙げ
た。北米に次いでその割合が高い地域は西欧
（45％）であり、世界全体では42％であった。

CEOが自社の成長にとって重要と考えて
いる地域をみると、今回も北米（特に米国）
がトップとなり、世界のCEOの46％が米国
を自社の成長にとって最も重要な3カ国のう
ちの一つとして挙げた。これに続くのは中国
（33％）であった（9ページ目、図5）。ドイツは
第3位の地位を固め、CEOの5人に1人が重要
な成長市場として同国を挙げた。ブレグジッ
トによる影響の全貌が今なお不透明な中、英
国は第4位を維持した。インドは2018年の魅
力的な市場として、日本に替わり第5位の地位
へと上昇した。ロシアは第10位に返り咲き、カ
ナダとメキシコはおおむね順位を入れ替えた
（図4）。

トランプ大統領が税制改革法案の署名にこぎつけた今、米国経済の成長は少なくとも短期的には続くだ
ろう。しかし、数十億人規模の新たな消費者は北米や西欧からではなく、それ以外の地域から現れる。ま
た、欧米を拠点とする多国籍企業の真の競争相手は、欧米以外の地域から出てきた「成長に貪欲な」企業
（特に中国）であり、その競争は激化し続けている。それらの企業は、これまで以上に力強く、より洗練さ
れたマーケティングやテクノロジーのスキルを高めているからだ。

Sir Martin Sorrell氏、CEO、WPP
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米国が首位を堅持す
るとともに、インドが
トップ5入り
質問：今後12カ月間で、自社が成長す
る上で最も重要と思われる3カ国（自社
本拠地を除く）を挙げてください

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名）
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米国は中国との差を広げる

中国と米国は何年もの間、魅力的なグロー
バル投資先国としてトップの座を争ってきた。
中国は、驚異的な成長が大幅に減速した2015
年までは米国を大きくリードしていた。しかし、
それ以降は、米国が優勢になり、着実に中国と
の差を広げてきた（図5）。（留意したいのは、
CEOは自社が拠点とする国を選択できない点
である。つまり、米国のCEOが米国の増加を支
えているわけではないことだ）。

自社が成長する上で重要な国として、 
米国は中国を大きく引き離してトップに立っている
質問：今後12カ月間で、自社が成長する上で最も重要と思われる3カ国（自社本拠地を除く）を挙げてくださいfor your 
organisation’s overall growth prospects over the next 12 months?

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名；2016年=1,409名；2015年=1,322名；2014年=1,344名；2013年=1,330名）

図5
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「現在、米国は三つの要因により、企業に
とって魅力的な国になっている」とCEOアドバ
イザーで作家でもあるRam Charan氏は指摘
している。「まず、リスク資金の供給または資金
調達における仕組みという点で米国に勝る国
はない。二つ目に、ロボティクス技術が急速に
進歩しているため、労働コストのアービトラー
ジ、すなわち他国の低コストの労働力は、もは
や米国投資の制約要因とならない。三つ目は
成長である。3％の成長率は極めて大きな要
因だ。米国では労働力不足の状態にあるもの
の、高水準のスキルを持つ労働力は依然とし
て他国の追随を許さない。米国市場で成功を
望む外国企業は、米国内で工場を建設した
いと考えている。法人税率の引き下げは、国外
（特に欧州や日本）からの対米直接投資を加
速させることになろう」

製造業のCEOの多くが2018年に投資を行
う地域として米国（43％）を挙げ、中国と回答
した割合は27％であったことが、Charan氏の
2番目の指摘を裏付けていよう。

しかし、中国を軽視してはならない。中国は
もはや10％もの驚異的な成長を望めないも
のの、6.5％から7％の着実な成長を実現する
世界の経済成長の原動力であることに変わり
はなく、政権も安定している5。中国が米国に
後れをとっているのはビジネス環境であり、そ
の全体的な指標である世界銀行の「ビジネス
環境の現状」によると、中国は（190カ国中）
78位にとどまっているが、米国は6位にランク
インしている（香港は米国を上回る5位に位置
しているが）。中国政府は海外からの直接投
資が減少していることを認識しており、自国市
場（特に金融サービスセクター）を開放するた
めの重要な改革を推し進めている6。
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問題は、CEOのおおむね明るい見通しが
2018年以降どのようになるのかという点だ。

CEOに今後3年間の自社の成長について尋
ねると、その見通しはさまざまだ（図6）。CEOは
自社の成長に関してもおおむね自信を持って
いるものの、「多少自信がある」が「非常に自信
がある」を上回る。実際に、自社の長期的見通
しに関し「非常に自信がある」と回答したCEO
の割合は、（北米を含め）全ての地域で横ばい、
もしくは前年を下回った。特に控えめな見方を
示したのは中東と中東欧のCEOであり、「非常
に自信がある」と答えた割合はそれぞれ33％
および26％低下し、ほぼ過去最低水準まで落
ち込んだ。

通常、CEOは近い将来よりも長期的展望に
対して強い自信を示すものである。これ以前に、
「多少自信がある」の割合が「非常に自信があ
る」の割合を上回ったのは、世界金融危機直
後に自信が総じて大きく落ち込んだ2009年で
あった。

興味深いことに、大不況（グレートリセッ 
ション）にはその予兆があり、その2年前から
「非常に自信がある」と回答した割合が減少
に転じていた。

しかし、今回の落ち込みを当時のような大不
況の前触れと解釈すべきではない。これは単
に、CEOが近い将来よりも先のことを予想しに
くいだけかもしれない。専門家でさえ予想でき
なかったような多くの出来事が、世界中の政治
的な分野で起きている。同時に、地政学的な武
力衝突やテロ事件は急増かつ激化しており、テ
クノロジーによる影響がさらなる混乱を招いて
いる。これらの要因が重なって、将来に対する
CEOの見通しに不透明感をもたらしている。

今年の調査対象となったCEOは、半数以上
が就任後5年未満であった。これは大不況の局
面で、現在の企業を経営した経験がないこと
を意味する。世界経済は金融危機後の2009
年半ばに底打ちしてから、8年間にわたって回
復基調にある。現在、資産価格は十分に評価さ
れており、金利上昇による影響を受けやすい
状態にある。CEOは長期的に景気が停滞する
可能性を見越して、それに応じた準備を整えて
いる。 

皮肉なことに、世界経済の展望や自社の見
通しについて最も楽観的な見方をしているの
は、在任期間が長い（11年から25年間）CEO
だ。彼らは前回の難局を乗り切った経験がある
ことから、今後チャンスがあると考えている。

データをより詳細に観察すると、興味深い相
反が浮かび上がる。つまり、世界経済の見通し
については極めて楽観的である一方、自社の業
績に関してはより慎重な見方をしていることだ。
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今後3年間の自社の成長見通しについては、CEOはより慎重な姿勢
質問：今後3年間の自社の売上拡大見通しについてどの程度自信をお持ちですか

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名；2016年=1,409名；2015年=1,322名；2014年=1,344名；2013年=1,330名；2012年=1,258名；2011年=1,201名；2010年=1,198名；2009年=1,124名；2008年=1,150名；2007年=1,084名）

  図6
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こうした懸念は、自社が成長する上での脅威に対するCEOの評価に明白に表れて
いる。「非常に懸念している」という回答は、主な脅威に関するほぼ全ての設問で増
加した。興味深いことに、その例外は過剰な規制であり、42％と横ばいにとどまっ
た。これは過剰な規制がもはや最大の懸念ではないことを意味するわけではない。
実際、それは世界全体で最も高い回答を集めた脅威であり、調査対象の全ての地
域でトップ5に入っている（図7、図8）。過剰な規制はこれまでも常に最大の懸念と
されており、2008年にこの質問を設けて以降、「非常に懸念している」との回答が
最も多い脅威である。現在、テロリズムといった他の項目が注目を集めつつあり、
テロリズムは脅威の全選択肢の中で12位から2位に上昇した。また、地政学的な
不確実性はアジア太平洋（6位）を除く全ての地域でトップ5に入っている。

脅威：
CEOの眠りを妨げる脅威は地域によって異なる

成長への自信に潜む不安  |  13
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一方、世界全体で「非常に懸念している」と
の回答を集めていた「不透明な経済見通し」
は、昨年2位から今回は13位となった。「為替
相場の乱高下」は2017年に3位であったが、
今年は辛うじて10位にとどまった（図7）。

最も懸念される脅威は地域ごとに順位の組
み合わせが異なるが、世界全般で見られる共
通点は、世界中のCEOが消費行動の変化や新
規参入企業といったビジネスに直結するリス
クではなく、地政学的な不確実性やテロリズ
ム、気候変動など、より幅広い社会的脅威への
懸念を一層強めていることである。CEOを悩ま
す脅威は急速に存在をあらわにしている。

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
調査ベース：全回答者（2018年=1,293名；2017年=1,379名）

テロリズム、サイバー
脅威が上昇する一方、
不透明な経済見通しと
為替相場の乱高下は
下落
質問：自社の成長に対する脅威について、 
どの程度懸念していますか 
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実際に目を引くのは、世界のCEOが懸念す
る脅威のリストの上位にない項目だ。この1年
間で、モラルの崩壊によって信用が傷ついた
企業の数は増えたものの、「倫理・道徳上の潜
在的なスキャンダル」を脅威として挙げたCEO
は比較的少ない7。ブレグジットにもかかわら
ず、世界全体としてCEOは「ユーロ圏の将来」
について過度に懸念しておらず、「非常に懸念
している」と回答したのは5人に1人もいなかっ
た。西欧においてさえそうであり、事実、「ユー
ロ圏の将来」に関して「非常に懸念している」と
した西欧のCEOの割合は28％から19％まで
大幅に減少した。この1年間の経済統計の改善
や金融緩和策により、ユーロ圏崩壊の恐れは
後退したようだ。

また、CEOは、アクティビスト投資家や、従業
員に対する福利厚生費や年金費用の上昇、資
金調達面での制約、エネルギーコストの乱高
下、危機への対策／準備について特に不安を
感じていない。これらの点でも、CEOは自社の
ビジネス上の動向以上に、社会的および地政
学的な変化について懸念している。

一つの例外はテクノロジー関連の動きであ
り（例えば、「サイバー脅威」、「技術変化のス
ピード」、「鍵となる人材の獲得」など）、人工知
能（AI）が普及することで目前に迫ってくる可
能性や危険に対する懸念が見て取れる。AIは
今やSF映画の話ではなく、今ここにある現実
だ。PwCでは、AIが2030年までに世界のGDP
をさらに15.7兆米ドル押し上げる（14％の増
加）と見積もっている8。しかし、この経済全体に
対する恩恵は、その課題に適宜対応できない
ものに多大な犠牲を強いることになる。

皮肉なことに、強気の拠点となっている北米
では、主な脅威に関し「非常に懸念している」と
回答している割合が高い。リストの上位には、サ
イバー脅威（53％）、過剰な規制（50％）、地政
学的な不確実性（44％）、テロリズム（43％）、
そして、技術変化のスピード（34％）が並んでい
る。北米では初めて、過剰な規制がトップの座
から外れた（図8）。一方、テロリズムに関し「非
常に懸念している」CEOの割合は2倍以上とな
り、企業に対する信頼の欠如に関し「非常に懸
念している」割合は約半分となった。

西欧では、ポピュリズム（42％）が「非常に懸
念している」脅威のトップであり、次いで、過剰
な規制（35％）、地政学的な不確実性（34％）、
サイバー脅威（33％）、テロリズム（32％）と
なっている。この地域でも過剰な規制がトップ
の座から外れ、欧州を席巻しているポピュリズ
ム政治の動向が一番懸念されている。今回、西
欧の気候変動について「非常に懸念している」
と回答したCEOは2倍以上となった。

アジア太平洋のCEOは最大の懸念として、鍵
となる人材の獲得（52％）、技術変化のスピー
ド（51％）、テロリズム（48％）、サイバー脅威
（44％）、過剰な規制（42％）を挙げている。し
かし、少なくともアジア太平洋のCEOの20％は
リスト上の全ての脅威に関して「非常に懸念し
ている」と回答しており、アジア太平洋のCEO
は全てを懸念しているとも言える。

AIとは何か？それは非常に膨大なデー
タに基づいて意思決定を行うものであ
る。私はこの30年間、AIについて耳に
しているが、それは常に将来の可能性
であった。今は何が違うのだろうか？ま
ず、基本となる計算処理能力は格段に
高まっており、それはシステムが膨大な
データをほぼ瞬時に高速処理できること
を意味する。二つ目に、そのデータを管
理・分析するソフトウエアの能力は飛躍
的に向上している。位置を検出するエレ
ベーターの技術が法外な値段であった
時代を覚えているだろうか？ビルにそれ
を設置するには何百万ドルものコストが
かかった。今では、スマートフォンが何階
にいるかを教えてくれる。Wazeアプリは
車の走行時速や周辺にいる他車の場所
だけでなく、自車の加減速も測定する。
腕時計は心拍数を把握している。こうし
たデータは全て瞬時に使用可能かつ実
用的な状態となる。

Safra A. Catz氏、CEO、Oracle
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地域によって重大な懸念は異なる
質問：自社の成長に対する以下の脅威について、どの程度懸念していますか

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
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新興国が大半を占める地域、すなわち中南
米、中東欧、中東、アフリカでは、「社会不安」が
常に「非常に懸念している」脅威のトップ10以
内に位置している。一方、「保護主義」は北米、
西欧、アジア太平洋でトップ10以内にランク 
インしているが、これらの地域において最大の
懸念とはなっていない。

7地域全てにおける脅威のトップ10リスト
をみると、「地政学的な不確実性」、「過剰な規
制」、「税負担の増加」の三つの脅威が全ての
地域のリストに入っている（図8）。「鍵となる人
材の獲得」や「技術変化のスピード」は中南米
とアフリカを除く全てのリストにある。恐らく、
最も不気味な調査結果は、テロリズムが順位
を上げていることであり、アフリカを除く全ての
地域で「非常に懸念される」脅威のトップ5に 
ランクインしている。

各地域で重複している脅威は興味深い
が、最大の脅威に関して違いがあることも同
様に目を引く。例えば、「サイバー脅威」は北
米で最大の懸念事項であるが、中東欧では 
11位、中南米では15位にとどまっている。同
様に、「鍵となる人材の獲得」はアジア太平洋
や中東欧でトップに位置しているが、他の全て
の地域では上位5位にすら入っていない。「ポ
ピュリズム」は西欧や中南米の脅威のリストの 
トップに浮上し、アフリカや中東欧でもリストに
上がっているものの、北米、アジア太平洋、中
東では関心が中程度もしくは低水準にとどまっ
ている。

成長への自信に潜む不安  |  17
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世界経済の成長と地域の繁栄：
分断された世界での舵取り

CEOはグローバリゼーションが持つ可能性を引き続き評価しており、「世界規模の
繋がりの実現」や「資本、人、モノ、情報の移動のしやすさ」といった分野において、
かなり貢献してきたと考えている。しかし、グローバリゼーションは（私たちはこれを
「世界がより融和していくプロセス」と定義する）、その他の面ではそれほど効果を
発揮できていない。

18  |  第21回 世界CEO意識調査



グローバリゼーションが｢貧富の格差縮小｣ 
に貢献してきたかという問いには、CEOの
40％近くが「全く貢献していない」と回答して
いる。また、｢気候変動や資源不足への対応｣に
グローバリゼーションが機能しているかにつ
いても、30％のCEOが同様の厳しい評価を下
している。CEOの4人に1人以上は、グローバリ
ゼーションが｢世界的な課税システムの公平性
と整合性の確保｣の向上に全く貢献していな
いと回答している（図9）。

CEOはグローバリゼーションについて多面的な評価をしている
質問：以下の項目について、グローバリゼーションがどの程度貢献していると考えますか

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
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過去100年間の世界の歴史を振り返
ると、開放経済と閉鎖経済の間を行き
つ戻りつしていることが分かる。政治的
見解の変化に伴い、反グローバリゼー 
ションの動きも現れては消えてを繰り返
している。しかし、私たちは現在「繋がっ
た世界」に生きている。極めて内向きの
政府でさえ、人々が携帯電話で話してい
ることについて妨げることはできない。

Bernardo Vargas Gibsone氏、President & 
CEO of ISA、Latin American infrastructure 
conglomerate

もちろん、地域によって差はある。概して、ア
ジア太平洋のCEOはグローバリゼーションがも
たらす恩恵について楽観的な見方をする傾向
がある（図10）。例えば、アジア太平洋のCEOの
70％近くは、グローバリゼーションが少なくと
もある程度、貧富の格差縮小に貢献していると
考えている。また、アジア太平洋のCEOは気候
変動への対応についても最も前向きに捉えて
いる。実際、アジア太平洋のCEOの27％は、グ
ローバリゼーションが気候変動問題の対応に 
｢大きく｣貢献していると考えており、この割合
は他のほとんどの地域の2倍、北米の9倍に
上っている。



質問：グローバリゼーションはどの程度、貧富の格差縮小に貢献していると考えますか 質問：グローバリゼーションはどの程度、気候変動と資源不足への対応に貢献していると考えますか

アジア太平洋のCEOは格差縮小や気候変動問題に対する 
グローバリゼーションの効用を高く評価している

図10

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
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世界全体30％ 67％

アジア 
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アフリカ28％ 70％

中東欧32％ 63％

中南米 62％37％

西欧 59％40％

中東 60％33％

北米 59％39％
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今年の世界経済フォーラムのテーマに合わ
せて、PwCの第21回世界CEO意識調査では、
ますます分断化が進む世界で企業がどのよう
な舵取りをしているかという点を取り上げた。
政治、経済、貿易面などにおける相反するト 
レンドについて、世界がどちらの方向に向かっ
ていると考えているかをCEOに尋ねた（図11）。
その結果は示唆に富むものであった。

分断が進む世界 
質問：政治、経済、貿易のトレンドについて、現在世界が向かっていると思うものを選んでください

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査

 図11

複数の異なる体系の 
法と自由

単一な体系の法と自由 79％17％

地域貿易ブロック単一のグローバル市場 73％23％

ナショナリズム・自治政府政治同盟 65％28％

複数の経済モデル経済同盟・統一経済モデル 60％34％

優遇税制競争の激化
調和のとれた 

グローバルな課税制度 54％41％

より多くの人々に恩恵が 
行き渡る広範な経済成長

より少数の人々しか恩恵を 
受けない集中的な経済成長 46％ 48％

多面的な指標で 
測定される繁栄

主に貨幣価値で 
測定された繁栄 28％ 66％

企業が断片化されて 
運営されること

企業が統合されて 
運営されること 20％76％

多面的で分断した世界単一の繋がった世界

多様な考え方と価値観共通の認識と価値観 82％16％

インターネットへの 
自由なアクセス

インターネットへの 
制限されたアクセス20％77％
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地域ごとの結果をみても、世界は単一で切
れ目のないグローバルな市場を完全に受け
入れる状態から徐々に離れつつある。少なくと
も物理的および地政学的な世界においては、
そう言える。サイバースペースや企業統合的
な運営の二つの領域は、包括的なグローバル
モデルの方向に引き続き進んでいる。（テクノ
ロジーセクターをはじめ多くの企業は、時価総
額の点で既に多くの国の経済規模を凌駕して
おり、CEOはそうしたトレンドが今後も続くと考
えている）。

一方、多くのCEOは世界全体が統合とは逆
の方向、例えば、税制面での競争激化やナショ
ナリズムの高まり、多様な経済モデルの方向
に動いているとみている。ブレグジット、トラン
プ政権による貿易協定やパリ協定からの離
脱、湾岸協力会議（GCC）の協力体制に関する
リスクを踏まえると、このデータは目を引くも
のの意外な結果ではない。

世界の主要経済大国の多くの政治家や政策
立案者が内向きの姿勢であるため、長期にわた
り多国籍企業が拠り所としてきたグローバルな
イノベーションモデル（情報、資金、人材の国境
を越えた自由な移動を前提とする）は、危機に
直面している。PwCが実施した2017年グロー
バルイノベーション調査によると、回答者の
52％が、経済ナショナリズムが自社の研究開発
の取り組みに、ある程度あるいは大きな影響を
与え、現在の統合された相互依存のネットワー
ク型研究開発から、独立した自律的な研究開
発型へと変化すると考えている9。

企業はかつての工業経済の時代、自社のブランド力で競争し
ていた。インターネットの時代が到来し、プラットフォーム間
の競争が始まった。モノのインターネット（IoT）の時代が到来
した現在は、エコシステム間の競争になっている。かつての
工業の時代には製品を通じて多くの企業が評価されていた
が、IoTの時代において、企業はエコシステム全体に注意を払
い、ユーザーとステークホルダーが共に価値を創造して共有
できるウィンウィンの環境を構築しなければならない。

Zhang Ruimin氏、Founder、Chairman & CEO、Haier  
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良い意味で分断化が進んでいる領域の一
つに、世界の繁栄の度合いを測定する方法が
ある。全ての地域や国のCEOが認めているの
は、世界が繁栄に関して、「主に貨幣価値で測
定された評価（例えばGDPなど）」から、「多面的
な指標（例えば生活の質指数など）で測定され
る評価」の方向に変化していることだ。この変
化は中南米で最も顕著である。北米は世界の 
コンセンサスから後れをとっており、CEOの
40％近くが従来の貨幣価値での評価を支持し
ている。とは言え、北米のCEOの57％は、世界
が多面的な指標を用いる方向に動いているこ
とに同意している（図12）。これらの指標を定義
し、それらを正確に測定するためのデータを整
備することは、今後数年間の優先課題の一つで
ある。

世界の全地域のCEOが「多面的な指標を通じて繁栄を測定する」方向に 
世界が向かっていると考えている
質問：政治、経済、貿易のトレンドについて、現在世界が向かっていると思うものを選んでください

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
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より多くの人々に恩恵が行き渡る広範な経
済成長の時代に向かっているのか、それとも、
より少数の人々しか恩恵を受けない集中的な
経済成長の時代に向かっているのか、という
大きな問題の結論は出ていない。CEOの見解
はほぼ均等に二分されている。アジア太平洋
のCEOの多く（56％）は、世界の成長が一部に
集中し、少数の人々にのみ恩恵をもたらしてい
るとは考えていない。一方、中東（62％）、アフ
リカ（60％）、中東欧（58％）のCEOは逆の見
解である（図13）。

注目すべきは、今回の調査で世界の投資先
国として上位10位に入った国は、アフリカ、中
東、中東欧地域の中で1カ国だけであるという
点だ（図4：ロシアが10位にランクイン）。この
結果は、これらの地域の悲観的な見解の主な
要因ともなっているであろう。

「所得格差の拡大による分かりやすい影響
は、ポピュリズム感情の高まりである」と世界
的なオピニオンリーダーのMichele Wucker
氏は指摘している。「多くの人々は、巨大な多
国籍企業や大富豪が、不公平に多大な富を
得ていると感じている。しかし、同時に多くの
人は貧困層にも非難の矛先を向けている。グ
ローバリゼーションの恩恵のほとんどが、高
所得者層と低所得者層に向かい、中間層が
置き去りにされている。大半の企業製品のマ
スマーケットの担い手である中間層や上位中
間層の湧き上がる憤りを無視して、グローバリ
ゼーションを語ることはできない」

図13

経済成長が多くの人に恩恵があるのか、 
少数の人にしかないのかCEOの見解は割れている
質問：政治、経済、貿易のトレンドについて、現在世界が向かっていると思うものを選んでください

出典：PwC、第21回世界CEO意識調査
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強気の仮面の下に忍び寄る不安  |  26

PwCグローバル会長 
ボブ・モリッツからのメッセージ：
世界経済の成長と地域社会の発展の関係を再調整する

PwCの2018年世界CEO意識調査が、皆様にとって興味深く有益なものとな
りましたら大変うれしく思います。CEOは世界経済の成長見通しについて、少
なくとも短期的には明るい見方をしています。一方、どの地域のCEOもステー
クホルダーの期待の高まりや市場に起因するものではない前例のない脅威
に直面する中で、自社の収益拡大に対する長期的見通しについて懸念を強
めています。 
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経営者は、資金調達面での制約や新規参
入企業、危機対応の準備といった経済やビジ
ネスのリスクよりも、地政学的な不確実性、ポ
ピュリズムやテロリズムなど社会的混乱への
対応にこれまで以上に追われています。それ
が米国の税制改革であれ、ブレグジット交渉
やカタルーニャ自治州のスペインからの独
立に対する懸念であれ、また中国の新たなビ
ジョンであれ、経営者が自社の経営戦略を構
築するにあたり、地政学は今後も極めて重要
な役割を果たすと考えられます。

今回の調査では、世界経済の成長と社会
の発展のズレの拡大といった、より広範なト 
レンドにも焦点を当てています。過去数十年
にわたり、この二つの足並みはそろっており、
市場経済の繁栄とともに、人々も豊かになりま
した。グローバリゼーション、テクノロジーの 
進歩、金融重視の価値観（主にGDPや株主価
値の視点に基づく価値観）の三つが主要な原
動力となり、数十億の人々を貧困から解放し、
世界の平均寿命を延ばし、未曽有の生産性向
上とイノベーションの創出を促進する知識や
人材の豊かな交流を促す好循環を生み出し
ました。

しかしこの10年間では、これら三つの原動力
（グローバリゼーション、テクノロジーの進歩、
金融重視の価値観）によって透明性が高まり、
情報が瞬時に世界中を駆けめぐるようになる
に従い、繁栄を享受する人々の間の格差が拡
大しています。現在では、先進国の「持てる者」
ですら自らを「持たざる者」であるかのように
感じており、それは今の時代の冷酷で分断さ
れた政治に如実に表れています。もはや自分
たちやその子供たちに生活向上をもたらすこ
とのない社会システムの中で、自分たちが取
り残された存在になっていると、世界中の非
常に多くの人々が感じています。

このような格差拡大を阻止するために、
CEOはどのような役割を果たすことができる
のでしょうか？考えられる四つのアプローチを
まとめました。

第一に、経済成長にとどまらず、社会の発展
も視野に入れた新たな繁栄の指標を取り入れ
ることです。貨幣価値でのパフォーマンス計測
は市場経済を支える不可欠な要素の一つで
すが、グローバル化した経済での成功を測る 
唯一の指標ではあり得ません。社会的観点か
らの目標達成を反映するような、より広範な指
標も検討する必要があります。経営者として、
私たちはGDPや株主価値といった計測値を、
生活の質を測るような指標を加味することに
よって補うことができるでしょう。

世界の先駆的な企業のCEOは、既に利益
や株価だけでなく、自社や自社が属する地域
社会の長期的健全性を測る新たな指標を積
極的に探し始めています。取締役会は、より多
くの質に関する問いを投げかけることで、そう
した変化を後押ししています。例えば、｢当社
は人材に関してどのような行動を起こしてい
るのだろうか」、「当社ではどのようなイノベー
ションが進んでいるのだろうか」、「当社の行
動は企業ミッションに沿ったものになっている
のだろうか」、「顧客は満足しているだろうか」、
「当社は地域社会や社会全体に貢献してい
るだろうか」といった問いです。これらは簡単
に数字で表せるものではありませんが、目標
達成に向けて、有効性を測定するための指標
を作り出すことは可能です。

第二に、テクノロジーが社会において有益
に生かされる場を作り出すことです。人工知能
（AI）は良くも悪くもテクノロジーの可能性を
拡大します。AIが人間の働く場所をますます
奪うだけでなく、社会的孤立や地域社会の崩
壊を助長するかもしれないと強く懸念されて
います。しかし、こうした懸念が全て現実のも
のになるわけではありません。新たなテクノロ
ジーは、これまでとは異なる方法（例えば、遠
隔医療や遠隔学習など）で人々のニーズに応
え、新たな産業や現時点では予測できないよ
うな新しい雇用（より創造的でやりがいのある
仕事）を生み出す可能性もあります。CEOは既
に、このような社会的に有益なイノベーション
を起こすことができる商業的な土台作りを始
めています。加えて、私たちはそのようなイノ
ベーションが、全世界で広範囲かつ包括的な
形で、確実に起きるよう取り組んでいかなけれ
ばなりません。
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三番目は将来に向けた教育です。全世界の
従業員に対し、成功するための適切なスキル
を身に付け、それを高める教育を提供する必
要があります。そのような取り組みにおいては、
民間企業のサポートが極めて重要です。政府、
企業、地域社会は、テクノロジーによって生ま
れる新たな労働市場で重視される領域におい
て、学生の教育や社員研修に新しいアプロー
チを率先して取り入れることにより、人材と 
雇用機会のマッチングで協働することができ
ます。

朗報は、今回の調査に協力いただいたCEO
の多くが、継続的なスキルの再教育に関する
責任を認識していることです。さらに勇気付け
られるのは、PwCが実施した“Workforce of 
the Future”調査において、回答者の4分の3が
雇用主に依存するのではなく、自身のスキルを
率先して高めたいと答えていることです10。企
業と社員はともに協力して、将来のためにしっ
かりと準備をすることができます。

最後に、Purpose（存在意義）にコミットす
ることです。これまで述べてきたトレンドはど
れも、社会や地域がそこで事業を行っている
企業に対してより高い期待を持つようになっ
ていることを示しています。これこそが、全て
の企業が明確なPurposeを持たなくてはな
らない理由です。このPurposeには、財務目
標にとどまらず、より広範な共通価値体系や
行動規範が含まれます。Purposeは、企業と
は｢何者か」、なぜ存在するのかを定義する
ものであり、価値観と行動指針（values and 
behaviours）は、企業文化を定義するもので
す。これらは全ての重要な決定において不可
欠な指針や基準となります。環境フットプリン
トから企業の社会的影響、投資家の要求に至
るまで、企業はかつてないほど広範なステー
クホルダーから注意深く見られています。何ら
かのケースにおいて企業が期待に反すれば、
企業が存続していくための重要な財産である
信用を失うことに繋がります。一層の透明性と
説明責任が求められる時代において、信用を

失うことは極めて深刻な結果をもたらします。
ビジネスで結果を出すのと同様に、社会発展
に大きく貢献するためにできる、CEO（そして
経済界）の最も重要な仕事は、おそらく価値
観、行動指針を共有し、組織においてそれら
を推進するという共通のPurposeにコミット
することです。言葉で発信するだけでなく、私
たち一人一人が自らそれらを実践し、また組
織の人々がいかにそれらを実践しているかを
把握する必要があります。

皆様にとって、今回の世界CEO意識調査で
得られた洞察や上記で概説した四つのアプ
ローチが、これらの課題についてより深い考
案を加えるきっかけとなりましたら幸いです。
この調査で得られたデータや洞察は、将来の
さまざまな見解や発展に繋がる可能性のある
道筋を示すとともに、考慮すべき多くの課題も
明らかにしました。それらの中には、困難なも
のもあれば、挑戦しがいのあるもの、また対立
を生み出しかねないものもあります。しかし、
より重要なことは、目の前にある機会に重点
的に取り組み、高い期待に応えるように努力
することで、私たち自身や組織全体、そして私
たちが住むこの世界をより良いものにしてい
くために力を合わせるという選択ができるこ
とです。懸念を抱いているか否かはともかく、
PwCは、本レポートのCEOと同様、楽観的見
方を支持します。
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調査方法とお問い合わせ先

今回の調査では、世界85カ国1,293名の
CEOにインタビューを実施しました。サンプ
ルの抽出は調査対象国の世界のGDPに占め
る割合に基づいて行い、世界の主要国・地域
を通してCEOの意見が公平に反映されるよう
にしました。また、このインタビューは幅広い
産業全般を網羅しています。お問い合わせを
いただければ、地域別、業界別の詳細につい
てご案内いたします。インタビューの手段は、
11％が電話、77％がオンライン、12％が郵送
または面談でした。定量的インタビューは全て
機密扱いで実施しています。

GDP規模に基づく世界の上位10カ国で調
査対象とする企業の条件は、従業員数が500
人超、または売上高が5,000万米ドル超の企
業としました。続く20カ国については従業員
が100人超、または売上高が1,000万米ドル
超の企業としました。

• 40％は、売上高が10億米ドル超の企業

•  35％は、売上高が1億米ドル超、10億米ド
ル以下の企業

• 20％は、売上高が1億米ドル以下の企業

• 56％は非上場企業

注：
•  全ての数字の合計値が100％にならない場
合があります。これはパーセンテージの切り
上げや「どちらでもない」「分からない」の回
答を除外しているためです。

•  特に明記していない限り、調査ベースは
1,293名（全回答者）です。

また、CEOの視点をさらに深く理解するた
め、2017年第4四半期に五つの大陸のCEO 
に直接インタビューを実施しました。インタ
ビュー内容は一部、本報告書内で引用されて
います。また、より詳細な抜粋もウェブサイト
ceosurvey.pwcに掲載されており、業界や地
域別に検索することができます。

本調査はPwC Researchによって実施され
ました。www.pwc.co.uk/pwcresearch.

日本のお問い合わせ先
PwC Japanグループ
マーケット部
pwcjppr@jp.pwc.com
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Wall Street Journal, Nov. 28, 2017, www.wsj.com/articles/oecd-sees-global-
economic-growth-reaching-seven-year-high-1511863206?mg=prod/accounts-wsj. 

 

U.S. Department of Commerce Bureau of Economic Analysis, Dec. 21, 2017, 
www.bea.gov/newsreleases/national/gdp/gdpnewsrelease.htm.

5   “OECD sees global economy strengthening, but says further policy action 
needed to catalyse the private sector for stronger and more inclusive growth,” 
Organisation for Economic Co-operation and Development, Nov. 28, 2017, www.
oecd.org/economy/oecd-sees-global-economy-strengthening-but-says-further-
policy-action-needed-to-catalyse-the-private-sector-for-stronger-and-more-
inclusive-growth.htm.

media/WBG/DoingBusiness/Documents/Annual-Reports/English/DB2018-Full-
Report.pdf.

7   Per-Ola Karlsson, DeAnne Aguirre, and Kristin Rivera, “Are CEOs Less Ethical 

com/gx/en/issues/analytics/assets/pwc-ai-analysis-sizing-the-prize-report.pdf.
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